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令和６年５月２２日(水) 

全日本私立幼稚園連合会 



令和 6 年度 定時総会次第 

【案】 

・日 時：5 月 22 日（水）午前 11 時～午後 4 時 

・会 場：東京「アルカディア市ヶ谷」3 階「富士の間」 

 

 

１．黙祷 

 

 

 

２．開会宣言 

 

 

 

３．開会のことば  全日私幼連副会長            尾上 正史 

 

 

＜目安：11：05 から＞ 

４．来賓挨拶    文部科学大臣              盛山 正仁 様 

自由民主党幼児教育議員連盟会長     中曽根弘文 様 

自由民主党幼児教育議員連盟副会長    遠藤 利明 様 

自由民主党幼児教育議員連盟幹事長    山本 順三 様 

自由民主党幼児教育議員連盟副会長    山谷えり子 様 

自由民主党幼児教育議員連盟副会長    橋本 聖子 様 

自由民主党幼児教育議員連盟事務局長   丹羽 秀樹 様 

 

 

＜目安：11：40 から＞ 

５．来賓紹介    文部科学省大臣官房文部科学戦略官    梶山 正司 様 

文部科学省高等教育局私学部長      寺門 成真 様 

文部科学省初等中等教育局幼児教育課長  前田 幸宣 様 

文部科学省高等教育局私学部私学助成課長 板倉  寛 様 

 

 

 

６．あいさつ【11：1 全日私幼連会長             田中 雅道 
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７．議長の選出 

 

 

 

８．議事運営委員長報告・総会成立宣言 

 

 

 

９．議事録署名人の選任 

 

 

 

10．審議事項 

（１）令和 5 年度事業報告・収支決算承認の件 

  （２）令和 6 年度事業計画案・収支予算案承認の件 

  （３）役員改選の件 

 

 

 

11．報告事項 

  （１）（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構からの報告 

 

 

 

12. 閉会のことば   全日私幼連副会長           松岡 明範 

 

 

 

13. 閉会宣言 
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令和５年度･事業報告（案） 

 

全日本私立幼稚園連合会 

 

●総務委員会 

委 員 長  福井徹人 

副委員長   浅利健自、宮﨑史郷 

委  員  木村雅大、飯塚拓也、篠田佳幸、田中邦昌、金倉吏志、大谷英也 

委 員 会  7 回開催 

 

令和5年度は、新型コロナウイルス感染症が2類相当から5類感染症へ移行したことを受け、対面

での諸会議の開催を行った。また、委員会においては、基本的にはオンラインを中心に会議を行

い、各委員会ともにオンラインと対面の併用を行った。本委員会は、ガバナンス強化特別委員会

からの答申を受け、会則、会則施行細則、規程類の変更に関すること。また、団体名称及び法人

化ならびに委員会の適正化について継続協議を行っている。 

①オンライン会議及び対面の諸会議に関する会務運営の協議を行った。 

②正副会長・正副理事長・専務理事・委員会委員長会を開催し、各委員会委員長より現状の課

題及び情報共有を（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構と連携し行った。 

③令和5年度の一般会計予算について、補正を行った。 

④ＪＫ保険の加入促進を図るとともに、私立学校法改正に伴う学校法人役員賠償責任保険の周

知を行った。 

⑤長年、懸案とされてきた加盟園への情報提供のあり方として、直接、加盟園へメールにて情

報共有を行う『こどもがまんなかJETmail』の運用を開始した。 

⑥こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴの協力募金活動を行った。 

⑦永年勤続者表彰事業を行った。 

⑧全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会の活動内容について連携し対応を行った。 
 

【具体的活動内容】 

１．会議の開催 

（１）定時総会 令和5年  5月24日東京・アルカディア市ヶ谷 （出席者：130人）

（２）理事会 令和5年 5月12日東京・私学会館 合同（出席者：60人）

 令和5年 12月15日東京・私学会館 合同（出席者：55人）

 令和6年 2月19日東京・私学会館 合同（出席者：58人）

 令和6年 2月28日東京・私学会館 合同（出席者：55人）

（３）常任理事会 令和5年 4月28日東京・私学会館 （出席者：33人）

 令和5年 6月16日東京・グランドヒル市ヶ谷 （出席者：27人）

 令和5年 11月27日東京・私学会館 （出席者：27人）

 令和6年 2月19日東京・私学会館 （出席者：29人）

（４）団体長会 令和5年 10月6日オンライン会議 （出席者：53人）

 令和5年 11月17日オンライン会議 （出席者：53人）

（５）監査会 令和5年 4月21日東京・私学会館      （出席者：12人）

 令和5年 7月26日東京・全日私幼連事務局 （出席者：4人）

 令和5年 11月16日東京・私学会館 （出席者：11人）

 令和6年 2月20日東京・全日私幼連事務局 （出席者：7人）
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２．関係団体との連絡 

（１）内閣府：男女共同参画推進連携会議：議員・田中雅道 

（２）文部科学省：中央教育審議会初等中等教育分科会：臨時委員・岡本潤子 

今後の幼児教育の教育課程、指導、評価等の在り方に関する有識者検討会：委員・尾上正史 

学校法人会計基準の在り方に関する検討会：委員・内野光裕 

私学共済制度の在り方等に関する調査研究協力者会議：委員・松岡明範 

（３）こども家庭庁：子ども・子育て支援等分科会：委員・尾上正史 

こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた試行的事業実施の在り方に関する検討

会：委員・内野光裕 

子ども・子育て支援制度における継続的な見える化有識者会議：委員・角谷正雄 

保育人材確保懇談会：委員・角谷正雄 

（４）国土交通省：車両安全対策検討会幼児専用車ワーキンググループ：オブザーバー・内野光裕 

（５）日本私立学校振興・共済事業団：共済運営委員会：委員・角谷正雄 

共済年金制度研究委員会：委員・角谷正雄 

（６）私学研修福祉会：理事・内野光裕、評議員・尾上正史 

（７）全私学連合代表者会議：委員・田中雅道、尾上正史、内野光裕、松岡明範 

（８）全国私立学校審議会連合会：副会長・内野光裕 

（９）日本ユニセフ協会：顧問・田中雅道 

（10）ＯＭＥＰ日本委員会：理事・田中雅道 

（11）日本防火・防災協会：評議員・尾上正史 

（12）日本スポーツ振興センター学校安全推進会議：委員・角谷正雄 

３．役職員出張 

各地区の研修会や地区会・都道府県団体に役職員が出張した。 

４．表彰事業 

  永年勤続表彰    

50 年以上 24 人。40年以上 87 人。30年以上 233 人。20 年以上 556 人。合計 900 人。 

５．保険・福利厚生に関する事項 

全日私幼連保険制度の理解を深め、その充実と加入促進を図り実績をあげた。 

６. 推薦、協力、後援 

○推薦／①令和5年度版・たのしいなつ（チャイルド本社）②映画「それいけ！アンパンマン 

ばいきんまんとえほんのルルン」（フレーベル館） 

○後援／①第56回・第57回手紙作文コンクール（日本郵便株式会社）②連続セミナー[実例から

知る、「発達の遅れ」が気になる子どもの教え方]第32回 第33回 第34回（特定非営利

活動法人Education in Ourselves教育を軸に子どもの成長を考えるフォーラム）③第

17回ビルメンテンスこども絵画コンクール（公益社団法人全国ビルメンテナンス協会）

④令和5年度・6年度 就職説明会（一般社団法人全千葉県私立幼稚園連合会）⑤第56回

全国子ども会育成中央会議・研究大会（公益社団法人全国子ども会連合会）⑥第21回

全日本年賀状大賞コンクール（日本郵便株式会社）⑦第44回全国歯科保健大会（厚生

労働省）⑧第17回長崎県私学振興大会（長崎県私立中学高等学校協会）⑨子育てフォ

ーラム・イン・とくしま・36（徳島県私立幼稚園・認定こども園協会／徳島県私立幼

稚園・認定こども園ＰＴＡ連合会）⑩うんちweak2023フォーラム排泄から子どものか

らだを考えよう（特定非営利活動法人日本トイレ研究所）⑪女性の健康週間（公益社

団法人日本産科婦人科学会）⑫第72回全国幼児教育研究大会（愛知大会）（公益社団法

人全国幼児教育研究協会）⑬ダンス指導研修会（一般社団法人ダンス教育振興連盟

JDAC）⑭世界自閉症啓発デー2024・シンポジウム（一般社団法人日本自閉症協会）⑮

令和6年度こども環境管理士資格試験（公益財団法人日本生態系協会） 
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●政策委員会 

委 員 長  水谷豊三 

副委員長  金子礎泰、野村良司 

委  員  前田元照、原田久雄、寺田 毅、鈴木教義、池田 清、吉田宏道、北川定行 

熊原得也、境 信博 

委 員 会  6 回開催 

【具体的活動内容】 

１．令和 5 年度政府予算については、私立高等学校等経常費助成費補助（幼稚園分）が 1 人当た

り単価 25,144 円（224 円増） 

令和 5 年度 都道府県平均 204.504 円 国基準単価 197.020 円（国基準以下は 3 県のみ）、と

なった。 

子ども・子育て支援新制度は平成 27 年 4月よりスタートし、私立幼稚園からの移行が徐々に

進み、令和 5 年 4 月 1日現在の移行状況は、62.6％(4.797 園)となっている。 

令和 6 年度末までの移行予測は 68.6%(5,257 園)となっている。 

２．令和 5 年 7月 3 日（月）、アルカディア市ヶ谷において第 14回都道府県政策担当者会議を開

催した。 

①行政報告 

②情報交換 

③Kin1 バトル 田中雅道氏・安達譲氏 

３．都道府県別私学助成園の教員給与調査実施及び令和 5年 10 月報告 

調査期間 令和 5 年 9月 1 日～令和 5年 9 月 13 日 

全日本私立幼稚園連合会加盟私学助成園 2,886 園 

回答園数(有効回答園数) 620 園(600 園)  

教員 10 人以上園数 386 園  

月額平均賃金(全国)317,553 円(令和 4 年 6 月給与・令和 4 年度賞与等)平均年齢 33.2 歳 勤

続 6.9 年 

４．令和 5 年度都道府県別私学助成金調査実施及び報告 

  経常費補助金・特別補助・教育支援体制整備補助・施設整備補助・都道府県単費補助(私学共

済・退職金財団・物価高騰対策・独自補助等)について調査し各都道府県団体に報告した。  

５. 令和 5 年 10 月 23 日、24 日、山形県・山形市で開催された、設置者・園長全国研修大会の研

究講座 2・振興を担当した。 

当日の内容として、【私学法改正や、国の諸会議で議論されていることを紐解く】 

第一部「私立学校法の一部改正と解説」知事所管の学校法人の寄付行為変更について要点を

解説 

講師 文部科学省高等教育局私学部私学行政課課長 神山弘氏  

第二部「今、行政サイド・諸会議で議論されていること」 

講師 文部科学省初等中等教育局幼児教育課課長 藤岡謙一氏   

パネリスト 全日本私立幼稚園連合会会長 田中 雅道氏 

６. 文部科学省高等教育局私学部私学助成課より依頼／令和 6 年 3 月アンケート調査を実施。 

未就園児の子育て支援活動に関する実態調査を実施し、データを私学助成課に提供した。 

満 3 歳園児受け入れ状況 

全国 1,516 回答園の内 1,240 園(82.8%)が満 3歳児を受け入れている。 

満 3 歳未就園児保育の利用実態 

全国 1,516 回答園の内 416 園が未就園児保育に満 3 歳児を受け入れている。 

満 3 歳未就園児親子登園の利用実態 

全国 1,516 回答園の内 713 園が未就園児親子登園に満 3歳児を受け入れている。 

７. 子ども・子育て支援等分科会 

政策委員長が文科省の事前レクに第 1 回～第 5回まで出席し意見書作成に協力(リモート) 

第 4 回は政策委員長が尾上分科会委員の代理として出席 
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●教育研究委員会 

委 員 長  岡本和貴 

副委員長  熊谷知子、川原恒太郎 

委  員  土谷直穂実、賀門康博、関口智行、佐藤緑郎、福島 賢、佐伯妙有、足立正和 

倉科正豊、水原紫乃、早川 成、吉井 健 

委 員 会  9回開催（別途小委員会を9回開催） 

【具体的活動内容】 

１．幼稚園ナビに代わる新システムへの移行・運用 

(一財)全日本私立幼稚園幼児教育研究機構と連携し、令和6年3月より幼稚園ナビにかわる新シ

ステム「ゆたかなまナビ」を運用し、幼稚園教諭向けの研修を通して、幼児教育の質向上に寄

与した。 

 ２．地区教育研修大会の実施 

   各地区において、地区教育研修大会を実施した。 

    北海道地区＝8月1日(札幌市、対面形式) 

    札幌ブロック：9月29日・30日(札幌市、対面形式) 

     道央ブロック：10月28日(小樽市、対面形式) 

    道南ブロック：10月14日(函館市、対面形式※基調講演はオンライン配信併用) 

    道北ブロック：10月21日(名寄市、対面形式※基調講演・分科会はオンライン配信併用) 

    道東ブロック：9月23日(釧路市、対面形式) 

    東北地区＝10月20日・10月21日 (福島県、対面形式) 

    関東地区・神奈川地区＝8月9日・8月10日（群馬県、対面形式） 

    東京地区＝7月25日・26日(千代田区、対面形式) 

    東海北陸地区＝7月27日・28日（長野県、対面形式） 

    近畿地区・大阪地区＝7月24日～9月3日配信(和歌山県、オンライン形式) 

    中国地区＝8月21日・22日(鳥取県、対面形式) 

    四国地区＝8月3日・4日(香川県、対面形式) 

    九州地区＝8月3日・4日(大分県、対面形式とオンライン形式併用) 

 

●経営研究委員会 

委 員 長  佐々木慈舟 

副委員長  森本嘉一、波多江教雄 

委  員  加藤 敏、中森茂治、井元紀行、堀江眞嗣、淺谷 学、藤森 至、貴田大介 

清水宗祐、三宅貴之 

委 員 会  6 回開催 

【具体的活動内容】 

１．少子化進行への経営的対応に関する事項 

  他委員会と連携して設置者・園長全国研修大会の重要な課題として対応を行った。 

２．幼稚園ナビの活用・人材確保に関する事項 

  幼稚園ナビに代わる新システムとして、求人（求職）機能は、経営研究委員会所管の下、令和

6 年 3 月 1 日から『幼稚園・こども園ジョブナビ』を運用することとなった。 

３．私立幼稚園・認定こども園の経営実態調査の実施と報告に関する事項 

全日私幼連加盟の 7,475 園に実施調査票を配布し、2,865 園（回収率 38.3％）から回答を得た。

調査結果をもとに保育料等の分析を行い、全日私幼連ホームページにて報告書を公開するため

の作業を進めた。 

４．第 38回設置者・園長全国研修大会（山形県）の企画実施に関する事項 

令和 5 年 10 月 23 日（月）～24 日（火）、公益社団法人山形県私立幼稚園・認定こども園協会

協力の下、山形市・ホテルメトロポリタン山形にて設置者・園長全国研修大会を開催した。 

本大会は、対面形式とオンライン形式を併用し、全国各地から 541 名（対面：423 名、オンラ

イン：118 名）の設置者・園長が参加した。23日は開会式に続き、講師：仲野益美氏（出羽桜

-6-



酒造株式会社 代表取締役社長（四代目蔵元））の記念講演『日本酒を世界の酒に山形を日本

酒の聖地に～挑戦と変革～』、藤岡謙一氏（文部科学省初等中等教育局幼児教育課長）の行政

報告『幼児教育の現状と課題』、馬場耕一郎氏（こども家庭庁成育局成育基盤企画課教育・保

育専門官）の基調講演『こども家庭庁と幼児教育の関わりについて』を行った。24日は「研究

講座１（教育）」演題：『園長・リーダーが知っておくべき教育的課題～良質な園として存続

するために～in山形』、「研究講座２（振興）」演題：『私学法一部改正や、国の諸会議で議

論されていることを紐解く』、「研究講座３（経営）」演題：『『未来への航海：少子化時代

における幼児教育・保育施設の持続と革新』、「研究講座４（認定こども園）」演題：『“こ

ども誰でも通園制度”～これからの認定こども園の使命と愛着形成を考える～』以上、4 講座

を実施した。 

５．後継者育成研修会の開催に関する事項 

令和 6 年 2 月 26 日（月）東京・私学会館にて、次世代の後継者を養成することを目的とした

「後継者育成研修会」を開催し、全国から 104 名が参加した。本研修会はワークショップなら

びに講演（2 部構成）を行った。ワークショップでは、テーマ「こどもがまんなかの幼稚園・

こども園を目指し、保護者へどう伝えるか」について、グループごとに意見やアイデアを伝え

合い、発表を行った。講演では、万木（ゆるぎ）尋己（ひろき）氏（こども家庭庁 長官官房参

事官（総合政策担当）付 企画調整係 主査）による『こども大綱について』、加藤積一氏（ふ

じようちえん 理事長・園長）による『「幼児教育こそ、国をつくる力がある‼」～子どもの育

ちとご家庭の幸せづくり、ふじようちえんの様々な取り組み 100 連発 ‼～』、以上、2 講演を

実施した。 

６. 全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会全国大会の運営に関する事項 

令和 6 年 2 月 5日（月）東京・私学会館にて、全日私幼ＰＴＡ連合会全国大会の個別懇談会な

らびに全国大会を開催した。 

７．その他 

  （一財）全日私幼研究機構と連携し、処遇改善等加算Ⅱに対応する動画コンテンツを企画・配

信した。 

配信コンテンツ一覧 

・「会計中級」／ 講師：守屋俊晴氏（公認会計士・税理士守屋俊晴事務所所長） 

石橋もと子氏（公認会計士・税理士守屋俊晴事務所税理士） 

・「労務中級 1,2,3」／講師：安岡知子氏（社会保険労務士法人人材総研） 

 

●広報委員会  

委 員 長  波岡伸郎 

副委員長  千葉伸也 

委  員  小川せつ子、青栁貴也、遠州賢、塚本真紀、見山任昭、山内 淳 

委 員 会  4回開催 

【具体的活動内容】 

１．私幼時報の発行に関する事項 

全国の私立幼稚園・認定こども園の設置者・園長を対象に、広報紙『私幼時報』を作成し、年

12回、8,400部／発行した。内容の充実を図るため、国の最新情報の提供や総会等の紙面におい

て、委員会委員が報告を行うなど、私立幼稚園・認定こども園関係者からの視点を交えて、団

体の最新状況を発信した。 

２．ホームページを活用した広報活動に関する事項 

すでに毎号のデータをWeb上（加盟園限定ページ）にて公開していたが、加えて会長と「視点」

のコラムを毎月更新して一般公開し、加盟園に向けてのみならず、広範囲に発信した。 

３．こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ推進のための広報活動に関する事項 

次年度以降も継続して、こどもまんなかＰＲＯＪＥＣＴの活動にあわせ、広報活動を行う。 

４．他の委員会と連携し、園運営等の諸問題について調査の結果を報告した。 

  政策委員会より「各都道府県における特色ある振興活動について」の記事の提供、「未就園児保
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育にかかる調査」についての結果報告、経営研究委員会からは「物価高アンケート」の結果報

告を私幼時報にて掲載した。 

 

●１０２条園委員会 

委 員 長  溝渕真澄 

副委員長  竹内一雄 

専門委員  小山嘉治、福田博多、中尾賢治、永田真理、和田 誠、谷成 悟 

委 員 会  4回開催 

【具体的活動内容】 

１．令和5年度・１０２条園研究会議の企画・実施 

「こども誰でも通園制度（仮称）」の本格的実施を見据えた状況を踏まえ、１０２条園関係者だ

けでなく、学校法人立の先生方も参加していただける研修会を企画した。令和5年9月26日、東

京・私学会館にて、「こども誰でも通園制度（仮称）」と題し、講演講師に本後健氏（こども家

庭庁成育局保育政策課長）をお招きし、１０２条園研究会議を開催した。講演後は、参加者よ

り事前に集めた質問および当日質問に対し、本後課長よりご回答いただき、情報交換を行った。

なお、研修会の様子は、本連合会の広報紙『私幼時報11月号（R5）』に掲載した。 

２．令和5年度・１０２条園研修会の企画・実施 

１０２条園をはじめとする、私立幼稚園を取り巻く状況変化に対応するため、令和6年2月29日、

東京・私学会館にて１０２条園研修会を開催した。「教育用財産に対する相続非課税制度の対

象相続人について」と題し、講演講師に白井健二郎氏（公認会計士・税理士・特定行政書士／

（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構・顧問税理士）をお招きし、ご講演いただいた。

講演後は、参加者より事前に集めた質問および当日質問に対し、白井講師よりご回答いただき、

情報交換を行った。なお、研修会の様子は、本連合会の広報紙『私幼時報5月号（R6）』に掲載

した。 

３．令和5年分・青色申告決算の手引書等の作成 

全日私幼連のホームページにて「青色申告の決算の手引き」（電子データ）を掲載し、１０２条

園代表者に向けて、青色申告決算の手引書等をダウンロード・活用していただけるよう作成を

行った。 

 

●認定こども園委員会 

委 員 長  濱名 浩 

副委員長   石田明義、濵川喜亘、安本照正 

委   員  佐々木栄光、鮎川 剛、石田隆博、樽木陽子、冨樫克哉、山﨑拓史、木内啓嗣 

河野 孝 

専門委員  吉田耕一郎、濱本智子 

委 員 会  8回開催 

【具体的活動内容】 

１．認定こども園に関する情報の収集と発信に関する事項（経営研究委員会所管経営実態調査に協

力等） 

経営研究委員会所轄の『私立幼稚園経営実態調査報告』において、質問項目の作成から協力し

た子ども・子育て支援新制度分野を担当し、調査内容の充実を図った。 

２．子ども・子育て支援新制度見直しについては、国の子ども・子育て支援等分科会にて政策委員

会と連携して意見書を提出した。主な項目として、4.5歳児の配置基準の改善、処遇改善（人件

費、加算の一本化に対する懸念）、公定価格の見直し、こども誰でも通園制度（仮称）、不適切

保育の対応、教育・保育の無償化および預かり保育の無償化金額の見直し、小規模保育事業の

年齢範囲を拡大への懸念、保育所等における継続的な経営情報の見える化（会計基準の違いに

基づく分析・公表、ここdeサーチの普及）、新子育て安心プラン後の体制整備（実態に合わせた

待機児童解消に対する意見）以上の事を政策員委員会と連携して国へ改善・要望等を意見し国

に対応を求めた。 
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３．感染症対策・自然災害や震災など危機管理に関する事項 

  （一財）全日私幼研究機構と連携し、処遇改善等加算Ⅱに対応する動画コンテンツを企画・配

信した。 

配信コンテンツ:保育環境としての通園バス～安心・安全の先を目指して～ 

講師:境 愛一郎氏（共立女子大学 家政学部 児童学科・准教授） 

４．少子化に伴う園児減少による園経営（施設見学）に関する事項 

令和6年1月に八戸にて行われた研修の一環として、田頭初美氏（学校法人鳳明学園認定こども

園こもれびのもり幼稚園理事長・園長）の施設見学を約70名の参加者とともに行った。見学箇

所は幼保連携型認定こども園「こもれびのもり幼稚園」、「みんなの森オアゾ」、企業主導型保育

施設「みんなの森のはらキッズ」、幼保連携型認定こども園「みどりのかぜエデュカーレ」、同

認定こども園「みどりのかぜ北ウイング」の5施設。 

５．認定こども園移行園を対象とした研修会の企画・実施 

令和5年7月4日、東京・アルカディア市ヶ谷にて認定こども園「教育・保育 質の向上」全国研

修会を「子育てを真ん中にした、認定こども園の社会での存在意義・在り方を考える」をテー

マに行った。行政報告では馬場耕一郎氏（こども家庭庁成育局成育基盤企画課教育・保育専門

官）が「保育政策について～こども家庭庁の役割～」をテーマに講演を行った。記念講演では

中室牧子氏（慶応義塾大学総合政策学部教授）が「教育に科学的根拠を～少子化の中で質の高

い保育をどう目指すのか～」をテーマに講演した。他にも田頭初美氏（学校法人鳳明学園認定

こども園こもれびのもり幼稚園理事長）を迎えパネルディスカッションを行った。 

山形県山形市で開催された、第38回設置者・園長全国研修大会の分科会を担当し、『“こども誰

でも通園制度”～これからの認定こども園の使命と愛着形成を考える～』のタイトルのもと、

政府の少子化対策“こども未来戦略方針”の一つ、『こども誰でも通園制度（仮称）』のモデル

事業が全国31市区町村で始まったことを受け、これからの認定こども園の使命と、愛着形成に

ついて研修を行った。こども誰でも通園制度（仮称）は、0歳～2歳児でどこの保育施設にも通

園していない、いわゆる“無園児”を就労に関係なく預かる事業で、次年度から給付制度への

移行が位置付けられており、保護者の子育て不安と孤立を防ぎ、虐待防止に歯止めをかけると

いう目的のもと、多様化する不確実社会での受け皿としての期待がかけられている。乳幼児期

の健全な親子育ちをどのように支えるのか、十分な愛着形成を大切に子どもの育ちと家族の支

援をするにはどのような制度が良いのか。一方で、保育現場の負担が増すことが予測され、保

育教諭の負担感、保育の質の担保の問題なども予想されている同制度の、これからの未来性と

課題について分科会を行った。また、令和6年1月22日から23日にかけて、青森・八戸プラザホ

テルにて令和5年度第2回認定こども園「教育・保育 質の向上」全国研修会を開催した。「こど

もまんなか社会における、認定こども園の存在意義・在り方を考える」をテーマに、記念講演

では遠藤利彦氏（東京大学大学院教育学研究科教授）が「アタッチメントの形成と認定こども

園の役割」についての講演を、行政報告では馬場耕一郎氏（こども家庭庁成育局成育基盤企画

課専門官）が「こども誰でも通園制度ならびに新制度の見直し」についての講演を行った。続

くシンポジウムは、坂崎隆浩氏（社会福祉法人清隆厚生会理事長）を加え、「新制度の見直しと

認定こども園のあり方について」をテーマに行われた。翌日は初の試みとして、田頭初美氏（学

校法人鳳明学園認定こども園こもれびのもり幼稚園 理事長・園長）の施設見学を行った。 

６．政策委員会と連携した関係省庁との協議・連絡及び政府予算対策運動に関する事項 

政策委員会と連携し、幼児教育の振興に向けた要望として、令和6年度私立幼稚園関係予算の

編成に関する要望書を自由民主党幼児教育議員連盟等に提出した。令和6年度予算編成に向け

ては、私立高等学校等経常費助成費補助制度（幼稚園分）の拡充等、子ども・子育て支援新制

度、幼児教育の質の向上・多様な課題に対応する園内体制・施設整備の支援についてを要望し

た。 

７．他団体との連携 

OECDより田熊美保氏を迎え、日本OECD共同研究の一環として「OECD Education 2030プロジェ

クト：世界の幼児教育・保育への示唆」研修会をこどもがまんなかプロジェクトとも協力し、

令和6年3月6日・アルカディア市ヶ谷にて開催した。 
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●こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ企画推進会議 

会議メンバー 田中雅道、尾上正史、山西幸子、角谷正雄、内野光裕、松岡明範 

安家周一、宮下友美惠、川名マミ、福井徹人、水谷豊三、岡本和貴、佐々木慈舟 

溝渕真澄、濱名 浩、加藤積一、藤本明弘 

委 員 会    2回開催 

【具体的活動内容】 

１．冊子「絵本ガイドブック」「22世紀の日本が輝き続けるために」「未来を生きる子どもたちのた

めに」の発行・配布・普及について 

全日私幼連のホームページ上にて、幼児教育の重要性を伝える冊子「絵本ガイドブック」「22世

紀の日本が輝き続けるために」「未来を生きる子どもたちのために」を販売し、普及に努めた。 

２．共生・国際的支援活動（「国内外の災害支援活動」、「みんなのゆめをつなごう‐シードペーパ

ー」の普及、国際貢献活動等） 

３．日本文化、地域文化、各国文化の学び・継承（日本の風土に基づいた催事、食文化の学び、親

子のコミュニケーションの活性化、世界とこどもを結ぶ活動等） 

４．社会への普及啓発活動（マスメディアへの広報活動、サポーターシップ活動、個人や企業の募

金、各幼稚園等の募金等） 

５．その他（協賛・後援団体（企業）の募集について等） 

本ＰＲＯＪＥＣＴの趣旨を広く団体や企業様へ伝え、その意義を社会に普及するために、継続

的な活動を行えるよう準備を行った。 

 

●政令指定都市特別委員会 

委 員 長 柿迫重正 

副委員長 松尾 創 

委    員 阿部光浩、金子眞理子、岸 憲秀、鈴木伸司、斎藤聖治、松本克巳、三木治郎 

村上順滋 

委 員 会 2回開催 

【具体的活動内容】 

１．大規模園が集中する大都市（各政令指定都市・中核市）特有の子ども・子育て支援新制度移行

が進みつつある状況を鑑み、私学助成園・新制度移行園（認定こども園を含む）共に、今後の

運営の在り方について意見交換を行った。 

２. 政令指定都市・中核市に対する、全ての類型の認定こども園・幼稚園に関する都道府県からの

権限移譲について意見交換を行った。 

３．政令指定都市・中核市における地方版子ども・子育て会議や、利用定員設定や施設整備に関わ

る審議会への私幼団体の積極的な参画について意見交換を行った。 

４．幼稚園・認定こども園が行う一時預かり事業幼稚園型（2歳児定期利用等）、一時預かり事業一

般型、小規模保育所併設等、都市部における待機児童解消の方策に関しての各政令指定都市・

中核市担当部局との円滑な連携や協力について意見交換を行った。 

５．各政令指定都市・中核市を総括している都道府県私幼団体とのしっかりした協力体制と円滑な

連携体制の在り方について意見交換を行った。 

６. 各政令指定都市・中核市に対し、既に都道府県から権限移譲されている制度や補助システム等

についての情報交換を行った。 

７.１～６の意見交換を受けて、令和6年2月21日(水)、令和5年度政令指定都市特別委員会研修会を

開催した。研修会は二部構成で行い、第一部では、神山弘氏（文部科学省 高等教育局 私学部 

私学行政課長）をお招きし、「私立学校法の改正について」と題し、ご講演いただいた。また、

第二部では、中谷晃氏（長崎市・医療法人山の手クリニック院長）より、「愛着形成への支援～

長時間保育やメディア利用による子どもへの影響と対策～」について、ご講演いただいた。政

令指定都市や中核市園の参加者を中心に、今後の幼児教育について理解を深める最良の機会と

なった。 
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加 盟 園 数
納 入 額

（ 園 割 Ａ ）
園 児 数

納 入 額
（ 園 児 数 割 Ｂ ）

納 入 額
（ Ａ ＋ Ｂ ＝ Ｃ ）

515 6,180,000 55,102 3,857,140 10,037,140

青 森 91 1,092,000 5,617 393,190 1,485,190

岩 手 73 876,000 7,396 517,720 1,393,720

宮 城 178 2,136,000 20,796 1,455,720 3,591,720

秋 田 59 708,000 5,638 394,660 1,102,660

山 形 80 960,000 7,661 536,270 1,496,270

福 島 129 1,548,000 15,448 1,081,360 2,629,360

茨 城 185 2,220,000 24,033 1,682,310 3,902,310

栃 木 188 2,256,000 26,297 1,840,790 4,096,790

群 馬 115 1,380,000 14,020 981,400 2,361,400

埼 玉 507 6,111,000 82,263 5,758,410 11,869,410

千 葉 335 4,020,000 50,354 3,524,780 7,544,780

新 潟 104 1,248,000 10,840 758,800 2,006,800

山 梨 55 660,000 5,645 395,150 1,055,150

779 9,348,000 106,803 7,476,210 16,824,210

570 6,840,000 84,091 5,886,370 12,726,370

富 山 47 564,000 5,124 358,680 922,680

石 川 57 684,000 5,575 390,250 1,074,250

福 井 30 360,000 2,943 206,010 566,010

長 野 99 1,188,000 9,983 698,810 1,886,810

岐 阜 95 1,140,000 16,759 1,173,130 2,313,130

静 岡 229 2,748,000 31,153 2,180,710 4,928,710

愛 知 405 4,860,000 65,282 4,569,740 9,429,740

三 重 61 732,000 10,011 700,770 1,432,770

滋 賀 17 204,000 1,522 106,540 310,540

京 都 147 1,764,000 16,172 1,132,040 2,896,040

兵 庫 228 2,736,000 36,331 2,543,170 5,279,170

奈 良 41 492,000 5,016 351,120 843,120

和 歌 山 31 372,000 4,329 303,030 675,030

416 4,992,000 75,909 5,313,630 10,305,630

鳥 取 27 324,000 3,921 274,470 598,470

島 根 9 108,000 443 31,010 139,010

岡 山 34 408,000 5,283 369,810 777,810

広 島 198 2,376,000 24,603 1,722,210 4,098,210

山 口 119 1,428,000 12,742 891,940 2,319,940

徳 島 11 132,000 1,234 86,380 218,380

香 川 36 432,000 4,968 347,760 779,760

愛 媛 98 1,176,000 13,111 917,780 2,093,780

高 知 26 312,000 2,544 178,080 490,080

福 岡 400 4,800,000 52,801 3,696,070 8,496,070

佐 賀 88 1,056,000 9,796 685,720 1,741,720

長 崎 108 1,296,000 11,005 770,350 2,066,350

熊 本 103 1,236,000 11,887 832,090 2,068,090

大 分 63 756,000 7,140 499,800 1,255,800

宮 崎 102 1,224,000 8,949 626,430 1,850,430

鹿 児 島 146 1,752,000 16,115 1,128,050 2,880,050

沖 縄 25 300,000 2,370 165,900 465,900

7,459 89,535,000 997,025 69,791,750 159,326,760

園割会費（Ａ）＋園児数割（Ｂ）＝会費納入額（Ｃ）

Ｂ園児割会費＝70円×加盟園児数

関
　
　
東

東 京

近
　
　
畿

大 阪

都 道 府 県

北 海 道

東
　
　
北

Ａ園割会費＝12,000円×加盟園数

（令和6年3月31日現在）

令和5年度・全日私幼連会費納入額内訳

合　　　計

神 奈 川

東
　
海
・
北
　
陸

中
　
　
国

四
　
　
国

九

州
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北 海 道 0 滋 賀 0

青 森 20,000 京 都 0

岩 手 60,176 兵 庫 0

宮 城 0 奈 良 123,237

秋 田 0 和 歌 山 0

山 形 84,230 大 阪 0

福 島 57,000 鳥 取 0

茨 城 0 島 根 0

栃 木 0 岡 山 0

群 馬 10,000 広 島 0

埼 玉 0 山 口 0

千 葉 0 徳 島 0

新 潟 0 香 川 0

山 梨 0 愛 媛 0

東 京 0 高 知 0

神 奈 川 0 福 岡 104,400

富 山 50,000 佐 賀 0

石 川 50,000 長 崎 0

福 井 0 熊 本 0

長 野 0 大 分 100,000

岐 阜 0 宮 崎 19,000

静 岡 0 鹿 児 島 10,000

愛 知 0 沖 縄 60,000

三 重 0 そ の 他 49,852

合　　計 797,895

合計

（単位：円）

令和5年度こどもがまんなかプロジェクト協力金一覧

都道府県 合計 都道府県

-12-



(単位：円)

都道府県 納入額 都道府県 納入額

北 海 道 3,393,140 滋 賀

青 森 1,132,615 京 都 8,745,031

岩 手 2,035,482 兵 庫 ※

宮 城 3,167,665 奈 良 2,587,915

秋 田 和 歌 山 1,102,467

山 形 2,663,728 大 阪 3,755,471

福 島 2,153,087 鳥 取 933,642

茨 城 2,593,524 島 根 118,000

栃 木 8,043,692 岡 山 1,725,942

群 馬 3,086,216 広 島 2,768,402

埼 玉 5,779,252 山 口 1,287,115

千 葉 3,120,209 徳 島 299,622

新 潟 958,721 香 川 621,930

山 梨 1,405,942 愛 媛 300,000

東 京 6,981,385 高 知 150,000

神 奈 川 4,229,639 福 岡 7,648,592

富 山 佐 賀 908,803

石 川 長 崎 2,104,173

福 井 1,316,143 熊 本 3,843,760

長 野 2,468,671 大 分 966,095

岐 阜 3,417,961 宮 崎 2,379,484

静 岡 5,936,381 鹿 児 島 1,329,320

愛 知 3,236,170 沖 縄 240,918

三 重 2,008,327 合 計 112,944,632
令和6年5月20日現在

※兵庫県は「令和6年能登半島地震兵庫県義援金募集委員会」窓口に5,497,649円を納入済み

令和6年能登半島地震 義援金納入額一覧
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内　訳 金　額

設置者園長全国研修大会 12,184,000

後継者育成研修会 910,000

認定こども園全国研修会 2,680,000

政令指定都市特別委員会研修会 435,000

合 計 16,209,000

 内　訳 金　額

 推薦料 155,000

 私幼時報（広告） 5,370,000

経営ダブルアシスト（制度普及推進費） 5,199,726

オンデマンド配信（一財全日私幼研究機構） 639,000

合 計 11,363,726

こどもＰＪ事業収入内訳

（単位：円）

 内　訳 金　額

協賛企業 4,606,800

冊子販売（権利条約） 36,200

合 計 4,643,000

研修会収入内訳

（単位：円）

その他収入内訳

（単位：円）
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内　訳 金　額

会場費 9,480,239

オンデマンド配信費 1,816,500

講師（講師料・旅費） 470,000

運営委員会費（交通費含む） 2,816,469

印刷費 780,306

通信費 21,275

地元団体助成金 450,000

雑費 6,000

合 計 15,840,789

内　訳 金　額

会場・会議費 458,251

旅費 303,020

講師料 193,607

合　計 954,878

内　訳 金　額

会場・会議費 1,170,334

旅費 1,390,344

講師料 187,740

合　計 2,748,418

内　訳 金　額

　会場・会議費 308,896

　旅費 312,560

　講師料 83,528

合　計 704,984

（単位：円）

（単位：円）

設置者・園長全国研修大会支出内訳

後継者育成研修会支出内訳

（単位：円）

政令指定都市特別委員会研修会支出内訳

認定こども園全国研修会支出内訳

（単位：円）
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令和6年度 事業計画（案） 

 

 

 全日本私立幼稚園連合会（以下、「全日私幼連」という）は、全国の私立幼稚園並びに私立幼稚園由来

の認定こども園のほぼ全ての園からなる全国組織であり、国及び地方公共団体の施策の実現や予算確保の

推進力として、国の施策等に深く関与しており、高く評価され、認知されています。 

 しかし、全日私幼連で起こった不祥事においては、加盟園、保護者のみならず社会に対して信用を失墜

させてしまいましたが、ガバナンス強化特別委員会からの提言を受け、各種改革をひとつずつ実行に移し

信頼回復に全力であたっているところです。諸会則（会則・会則施行細則）の見直し、会計の透明化（諸

規程の変更、外部監事の招請等）を終え、今後は、法人化を視野に入れた組織改革を推し進め“新たな団

体”として出発すべく、丁寧に着実に改革を進め、不祥事に関する総括等を加盟園へ周知・報告する所存

であります。 

 さて、急激な少子化に伴い、加盟園の運営が危ぶまれています。加盟園が継続して安定した運営できる

よう、今こそ加盟園と共に全日私幼連の下に結集し、一致団結し協力する体制を構築しなければいけませ

ん。そのためには、“こども目線での子育て支援”が重要であり、全日本私立幼稚園PTA連合会と連携し、

私立幼稚園由来の幼稚園・認定こども園が各地域の特性や実情に応じ、子どもたち一人ひとりの幸せな人

生を送ることができる、良質な幼児教育の提供ができる活動を引き続き行って参ります。全ての子どもた

ちへ『良質な幼児教育の環境を提供』するためには、全日私幼連単独で国に対して要請・要望するのでは

なく、他団体と手と手を取り合い連携し、政策要望・振興活動を行い少子化に歯止めをかけていきたいと

考えています。 

 また、全日私幼連は、日本で唯一の私立幼稚園由来の幼稚園・認定こども園の全国団体です。加盟園の

半数以上が「子ども・子育て支援新制度」へ移行し、それぞれの制度の違いから政策要望に違いはありま

すが、引き続き、国（文部科学省・こども家庭庁等）に対して要望活動を行うとともに自由民主党「幼児

教育議員連盟」等と連携し振興活動を行い、『幼児教育振興法』成立のために働きかけていきます。幼児

教育振興法を成立させるには、全日私幼連の存在意義や法案成立に向けた明確なビジョンを加盟園のみな

らず社会へ伝えていかなければなりません。そのためには、（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構

とパートナーシップ協定を結び、『こどもがまんなか』社会の実現とともに『日本の幼児教育』をけん引

する全国団体として誇りを持って活動していく所存であります。 
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総務委員会 

【具体的活動内容】 

＜会務に関する事項〉＞ 

１．会務の総括に関する事項 

２．組織機能強化に関する事項 

・役員の役割（責任と権限）並びに任期の明確化 

・委員会体制の見直し 

・組織の法人化の検討 

・役員と事務局員との密接な連携 

３．各種会議に関する事項 

・各種会議の開催 

・オンライン会議の活用による諸会議や委員会活動の活性化 

４．事務局に関する事項 

・事務局体制の強化（職員の採用、総務委員のフォローなど） 

  ５．（一財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構との調整に関する事項 

  ６．全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会に関する事項 

    ・事業計画や予算案等の検討、作成（ＰＴＡ連合会常任委員会との連携を図る） 

  ７．会則等の見直し 

    ・会則 

    ・会則施行細則 

    ・総会議事規則 

    ・旅費規程 

・事務局就業規則 

  ８．各種情報発信に関する事項 

    ・加盟園への情報提供体制の見直し及び実施 

 〈会計に関する事項〉 

  ９．予算・決算および会計その他財務全般に関する事項 

    ・予算の見直し（本連合会の活動目的に合わせた） 

  10．会費に関する事項 

    ・会費の見直し及び執行について 

 

 〈その他〉 

  11．ＪＫ保険の充実、加入促進に関する事項 

  12．表彰に関する事項 

  13．震災復興に関する事項 

  14．国際交流事業に関する事項 

  15．災害積立金に関する事項 

  16．全日私幼連要覧の作成 

  17．他の委員会の所管に属さない事項 
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政策委員会 

【具体的活動内容】 

１．私立幼稚園・認定こども園の振興に関する事項 

（１）【一般補助】私立幼稚園経常費助成の国基準単価の増額要望 

   ・令和5年度 都道府県平均 204.504円  国基準単価197.020円（国基準以下は3県のみ） 

（２）「特別補助」の都道府県導入率の向上のための都道府県団体への啓発 

   ①教育改革推進特別経費(教育の質の向上を図る学校支援経費)の都道府県実施率の向上 

   ②教育改革推進特別経費(子育て支援推進経費)の充実 

   ③私立幼稚園等の特別支援教育経費の充実 

（３）「特別補助」の交付税交付金化への要望 

（４）私学助成園の処遇改善（都道負担増額の確保） 

（５）３歳未満在宅児の受け皿を充実(施設型給付園と共通) 

（６）基礎自治体と私学助成園の関係充実 

  （７）地域特性を踏まえた私学助成園の運営と振興 

  （８）こども誰でも通園制度（仮称）への対応 

２．施設型給付園の振興に関する事項 

（１）認定こども園委員会との連携 

３．幼稚園由来の施設型給付園の独自な在り方を追求 

（１）保育所・保育所由来の施設型給付園との違いを探求 

（２）３歳未満在宅児の受け皿を充実(私学助成園と共通) 

（３）施設型給付園の処遇改善 

４．研究課題に関する事項 

（１）私学助成・公定価格と適切な保育料に関する事項 

（２）私学助成と施設型給付の違いに応じた対応 

（３）保育料無償化の検証 ゼロ価格効果の検討 

（４）こどもがまんなかとしての振興対策を提言していく 

５．諸会議及び研修 

（１）政策担当者会議の開催 

（２）設置者・園長全国研修大会 分科会（振興）の担当 

（３）子ども・子育て支援等分科会(現子ども・子育て会議) 

 

教育研究委員会 

【具体的活動内容】 

１．地区教育研修大会の実施に関する事項 

２．全国教育研究、事務局担当者会議の実施に関する事項 

３．幼児教育の質の向上に関する事項 
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経営研究委員会  

【具体的活動内容】 

１．少子化進行への経営的対応に関する事項 

２．「幼稚園・こども園ジョブナビ」の活用・人材確保に関する事項 

３．就業規則等、労務管理に関する事項 

４．処遇改善・給与体系等、評価に関する事項 

５．私学法改正に関する事項 

６．税制に関する事項 

７．私立幼稚園・認定こども園の経営実態調査の実施と報告に関する事項 

８．第39回設置者・園長全国研修大会（奈良県）の企画実施に関する事項 

９．後継者育成研修会の開催に関する事項 

10．全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会全国大会の運営に関する事項 

11．その他、経営に関する事案に適宜対応する 

 

広報委員会 

【具体的活動内容】 

 １．私幼時報の発行に関する事項 

・全国の私立幼稚園・認定こども園の設置者・園長を対象に私幼時報を発刊する。年12回、8,400 

部（１回あたり）発行予定。 

 ２．ホームページを活用した広報活動に関する事項 

・ホームページへの掲載情報の充実化を目指すことで全日私幼連の団体活動等を周知する。 

３．こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ推進のための広報活動に関する事項 

  ・私幼時報やホームページ等を通じてこどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ推進のための広報活動を行

なう。 

４．他の委員会と連携し、園運営等の諸問題についての調査協力を行う。      

５．私幼時報を身近なものとするべく、私幼時報の紙面充実をはかる。 

 

１０２条園委員会 

【具体的活動内容】 

１．子ども・子育て支援新制度に関する事項 

２．各市区町村、各都道府県団体との情報交換と補助のあり方に関する事項 

３．１０２条園特有の問題に関する税制等の調査研究に関する事項 

４．幼児教育の無償化への対応に関する事項 

５．その他、１０２条園に関する事項 

 

認定こども園委員会 

【具体的活動内容】 

１．認定こども園に関する情報の収集と発信に関する事項（経営研究委員会所管経営実態調査に参加） 

２．子ども・子育て支援新制度見直しに関する事項 

３．政府の進める「幼児教育・保育の無償化」後の課題に関する事項 
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４．感染症対策・自然災害や震災など危機管理に関する事項 

５．少子化に伴う園児減少による認定こども園の園経営（施設見学）に関する事項 

６．認定こども園に関する調査・研究に関する事項 

７．政策委員会と連携した関係省庁との協議・連絡及び政府予算対策運動に関する事項 

８．他団体との連携 

 

こどもがまんなかＰＲＯＪＥＣＴ企画推進会議 

【具体的活動内容】 

１．冊子の発行・配布・普及に関する事項 

２．共生・国際的支援活動に関する事項 

３．日本文化、地域文化、各国文化の学び・継承に関する事項 

４．社会への普及啓発活動に関する事項 

５．他委員会等との連携・共有に関する事項 

６．協賛・後援団体（企業）の募集に関する事項 

 

 ──────────────────────────────────────── 

政令指定都市特別委員会 

【具体的活動内容】 

１．比較的に大規模園が集中する大都市（各政令指定都市・中核市）特有の子ども・子育て支援新制度移行

が進みつつある中、私学助成園・新制度移行園（認定こども園を含む）共に今後の運営の在り方や各都

市における少子化対策についての調査・研究に関する事項 

２．政令指定都市・中核市に対する、全ての類型の認定こども園・幼稚園に関する都道府県からの権限移譲

についての調査・研究に関する事項 

 ３．政令指定都市・中核市における地方版子ども・子育て会議や、利用定員設定や施設整備に関わる審議会

への私幼団体の積極的な参画についての調査・研究に関する事項 

 ４．幼稚園・認定こども園が行う特別支援事業や一時預かり事業幼稚園型（２歳児定期利用等）、一時預かり

事業一般型、小規模保育所併設等、各政令指定都市・中核市の課題についての調査・研究に関する事項 

 ５．各政令指定都市・中核市を総括している都道府県私幼団体とのしっかりした協力体制と円滑な連携体制

の在り方に関する事項 

 ６．各政令指定都市・中核市に対し、既に都道府県から権限移譲されている制度や補助システム等について

の情報交換の場として、年に一回特別委員会研修会の開催に関する事項 
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令和 6 年 2 月２８日 

 

令和６年度 全日私幼連会費についての再提案 

【案】 

 

令和６年度の全日私幼連会費については、下記の通り算出

を行うこととする。 

 

会費：[園割会費] １2，０００円＋[園児割会費７０円]×

[当年度５月１日現在の都道府県私立幼稚園団体報告による

園児数]＋１，５００円（特別会費） 

 

※ただし令和６年度も本年度同様、会員の園に在籍する園児

で 3 号認定子どもである園児の数を含めるものとする 
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私 幼 第 06 0 X X 号 

令和 6 年 5 月 XX 日 

都道府県団体長 様 

全日本私立幼稚園連合会 

会   長   田中 雅道 

経営研究委員長  佐々木慈舟 

 

 

令和５年度人事院勧告に伴う人件費改定分の対応について 

 

 日頃より、本連合会の活動にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 さて、令和 5 年度公定価格における人件費の改定分について、令和 6 年 3 月 8 日付で、国から一

部改正の通知が出されました（別添資料①）。本通知では、改訂後の公定価格について令和 5 年度

の人事院勧告に伴う人件費の改定率より低い公定価格とされていたことから、国は各都道府県に対

し、「当初予算の公定価格と補正予算後の公定価格の差額」又は「旧通知の算式に 0.9 (調整率)を

乗じた額」のいずれかを、公定価格上の人件費の改定分として取扱い可能とする旨を示しています。

しかしながら、一部の市町村によっては、各教育・保育施設における人件費改定分の対応がなされ

ていない可能性があるとの情報を入手いたしました。本委員会としては、今一度、貴団体から都道

府県の担当部署に対し、管内市町村へ情報伝達ができているか、状況確認のご対応をお願いさせて

いただきたく存じます。あわせて、加盟園に対しては、市町村から人件費改定分における通知及び

対応を受けているかをご自園で確認してもらえるよう、加盟園向け文書を作成いたしましたので、

周知の際にお役立てくださいますようお願い申し上げます。 

つきましては、以下にご対応いただきたい事項を記載いたしますので、「公定価格に関する FAQ 

(よくある質問)（Ver.24）No.221」（別添資料②）とあわせてお目通しいただきたく存じます。 

今後も本連合会より、必要な情報を適宜伝達させていただきますので、趣旨をご理解いただき、

ご協力賜りますよう重ねてお願い申し上げます。 

 

◎貴団体で確認していただきたいこと 

・都道府県の担当部署に対し、管内市町村へ人件費改定分の情報伝達ができているか。 

 

◎各加盟園に周知していただきたいこと 

※加盟園向け文書の活用とあわせて、以下ポイントを踏まえてご周知いただけますと幸いです。 

・管内市町村が、令和 5 年度の人事院勧告に伴う人件費の改定額に係る通知を確認しているか。 

・管内市町村が、旧通知の算式を利用して人件費の改定分を加盟園に通知していた場合、0.9 (調整 

率)を用いて算出し、対応されているか。 

・自園において、令和 5 年度の人件費改定額を積み上げた場合の基準金額を把握できているか。 

当該基準金額に関しては、改定額の概算表（別添資料③）にて参照していただく。 

 

案 
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令和 6 年 5 月吉日 

全日本私立幼稚園連合会 

設置者・園長 各位 

全日本私立幼稚園連合会 

会   長   田中 雅道 

経営研究委員長  佐々木慈舟 

 

令和５年度人事院勧告に伴う人件費改定分の対応について 

 

 日頃より、本連合会の活動にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。 

 さて、令和 5 年度公定価格における人件費の改定分について、令和 6 年 3 月 8 日付で、国から一

部改正の通知が出されました（別添資料①）。本通知では、改訂後の公定価格について令和 5 年度

の人事院勧告に伴う人件費の改定率より低い公定価格とされていたことから、国は各都道府県に対

し、「当初予算の公定価格と補正予算後の公定価格の差額」又は「旧通知の算式に 0.9 (調整率)を

乗じた額」のいずれかを、公定価格上の人件費の改定分として取扱い可能とする旨を示しています。

しかしながら、一部の市町村によっては、各教育・保育施設における人件費改定分の対応がなされ

ていない可能性があるとの情報を入手いたしました。本委員会としては、今一度、設置者・園長の

皆様に対し、市町村から人件費改定分における通知及び対応を受けているかをご自園で確認してい

ただきたく、以下のとおりご連絡いたします。 

つきましては、ご対応いただきたい事項を記載いたしますので、「公定価格に関する FAQ (よくあ

る質問)（Ver.24）No.221」（別添資料②）と改定額の概算表（別添資料③）をご参照いただき、状況

に応じて、管内市町村にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。 

今後も本連合会より、必要な情報を適宜伝達させていただきますので、趣旨をご理解いただき、

ご協力賜りますよう重ねてお願い申し上げます。 

 

◎設置者・園長の皆様にご確認いただきたいこと 

※以下ポイントを踏まえてご自園の状況をご確認いただけますと幸いです。 

・管内市町村が、令和 5 年度の人事院勧告に伴う人件費の改定額に係る通知を確認しているか。 

⇒管内市町村が確認していた場合： 

当初予算の公定価格と補正予算後の公定価格の差額で対応されているか、もしくは旧通知の算式 

を利用して人件費の改定分を加盟園に通知されていた折は、管内市町村が 0.9 (調整率)を用い

て 

算出し、対応されているかをご確認ください。 

⇒管内市町村が確認していなかった場合： 

 ご自園の人件費改定分を確認し、管内市町村の担当窓口とご協議ください。 

人件費改定分の金額を確認される際は、改定額の概算表（別添資料③）をご活用ください。別添資 

料③では、「令和 5 年度の人件費改定額を積み上げた場合の基準金額」と「旧通知の算式に 0.9 (調 

整率)を用いて算出した金額」、双方をご確認いただくことができます。 

-23-



-24-



-25-



-26-



-27-



-28-



N
o
.

-29-



加算当年度に適⽤を受けた基礎分及び賃⾦改善要件分に関わる加算率 15% ⼈勧分 5.2%

1号定員 ３歳児（満３歳児含む） ４歳以上児
１５⼈まで 0 ⼈ 0 ⼈

改定による影響額を⽤いた場合 旧通知の算式 旧通知×０.９（調整率）
0 0 0

１号定員 ３歳児（満３歳児含む） ４歳以上児
15⼈まで 0 ⼈ 0 ⼈

２・３号定員 乳児 １、２歳児 ３歳児 ４歳以上児
1０⼈まで 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

改定による影響額を⽤いた場合 旧通知の算式 旧通知×０.９（調整率）
0 0 0

※ ⽩背景のセルのみ園の加算率や定員、園児数などをご⼊⼒ください。
※ 上記の⾦額は各園の⽬安となるものであり、年度途中や⽉途中の⼊園などについての詳細な計算ができるものではありません。おおよその年間平均園児数をご⼊⼒ください。
※ 幼稚園、認定こども園共に「その他地域」のみの概算となりますので、それ以外の地域につきましては、概算ででた額に地域率を乗じてください。
※ 認定こども園の２・３号園児については「標準時間」の公定価格のみを使⽤しておりますので、「短時間」につきましては計算できません。おおよその額を減じて推定ください。

認定こども園（その他地域）

幼稚園（その他地域）

令和５年度⼈事院勧告による改定額の概算表
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